
スポーツをテーマとした地域振興の方向性（原田）

－ 1 －

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅰ．は じ め に

　日本では，人口の急速な減少が続いており，それに伴う労働人口の減少，人口の大都市集中化

による地方都市の人口減少が加速している。この人口減少傾向に伴い，地方自治体の税収が減縮

すると共に地域活力も損なわれ，若手人口や労働人口の大都市圏流出という動きが顕著となって

いる。加えて地方交付税（特例加算分１））などの縮減傾向が追い打ちをかけることで，ますます

地方経済は厳しさを増しており，求められる住民福祉２）の実現も困難になってきている。このよ

うに自治体経営が一層シビアとなっていく状況の中で，逼迫する財政コストを補い，地域産業を

活性化する施策の必要性が生じている。

　歴代の政府は高度成長期の時代から今日に至るまで，地域間における社会格差などの是正を基

本とした地域振興を図るための様々な地域再生に取り組んできたが，どれも画期的な効果を得る

に至っていない。従来の地域振興や地方創生といえば，その中身は公共事業（特にインフラ整備）

などに頼るケースが多く，特異な例では平成元年の「ふるさと創生事業」のように，全国の自治体（不

交付団体は除く）へ地方交付税として 1 億円をばら撒いたこともあった。その結果，青森県黒石

市では純金製・純銀製のこけし二体を制作し，後に二億円で売却，兵庫県淡路市（旧津名町）で

は金塊を購入し相場を考慮して売却し，売買差益を得るという本来の目的には沿わない極端な例

も見られた。これでは，いずれも長期にわたる地域の活性化や地域振興につながる政策とはいえ

ない。

　従来政策の傾向は，中央主導型の政策スキーム３）として展開されてきたが，近年では地方自治

体の特徴のある社会環境や独自の発想などを活かし，国は地域の自主自立を基本としてそれらを
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支援するというスタンスに変化してきている。

　このような変化の背景は，地方分権一括法（2000 年）４）を契機とした地方分権の進展が大きな

特徴として挙げられる。この頃から地域の課題に対応するためには，中央政府による全国の画一

的な施策よりも，地方の特殊事情を考慮した地方政策としての対応が現実的であるとする考え方

が基本となっている。バブル期から長きに渡る景気後退５）などによって地方は軒並み財政赤字を

抱え，公共事業投資を基本とした地域振興という政策手段も実現が困難になってきたこと，公共

インフラも整備が一段落し，社会基盤整備という名目も馴染まなくなってきたことに加え，地域

課題の大きなテーマが，少子・高齢化対策や産業振興，住民福祉など，「物」よりも「仕組み」に

切り替わってきていることからも，地域振興政策は地域の特徴に適合したものであるべきという

考え方が一般的になってきており，これらを背景として，政府は地域の創意工夫と努力によって

地域経済を活性化し，独自の地域振興に向けた施策を展開させる方針をとってきている。

　このような状況から，地域振興には地域を活気づけ，地域人口を増加させる施策が必要とされ

ており，加えて「定住人口」「移住人口」「交流人口」などの増加施策が求められている。

　これらの中でも「交流人口」の増加は「地域インバウンドの増加」による経済効果を活性化す

る可能性を有していることから，効果的な地域振興政策の一つとされ，地域資源の再認識，再活

性化によって地域における「目的活動」や「目的行動」を創り出すことの有効性を再認識する必

要性が出てきている。

　当然のことながら，この地域資源には様々な分野や特徴があり全国一様ではない。風光明媚な

自然を有する地域があったり，歴史上貴重な文化財や寺社仏閣，全国でも有名な産品があったり

など，地域における貴重な財産ともいえる資源は，その地へ訪れる強い動機付けになっているが，

必ずしもそのような競争力のある有効資源が存在しない地域もある。

　今後に待ち受ける国内の社会的な問題を踏まえ，スポーツをテーマとした地域政策の有効性や

方向性を探ることで，地方自治体における「スポーツによる地域振興政策」推進のための基礎研

究としたい。

Ⅱ．地域振興の必要性と根拠

　21 世紀の日本社会は，少子高齢化社会の到来，人口減少の顕在化などが原因となる国内経済の

低迷期を迎えるため，国や自治体にとっても極めて重大な問題を抱えている。総務省統計局の「将

来推計人口」によれば，30 年後には 2,000 万人もの人口が減少し，65 歳以上の人口が全体の約

38％にも達する見込みとなっている。つまり，それに伴って生産人口の割合も減少し，国民所得

や総生産も著しく減少してしまうことが危惧されている。

　こうなると，国民は都市部への移動傾向６）が強くなり，より人口地域間格差や都市部の人口偏

重によって地域経済は一層の停滞を余儀なくされる可能性をもっている。すでに「税収の減縮傾向」

などは顕著であり，国や自治体の苦悩を生んでいるため，自治体規模の大小に関わらず新たな産
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業の創出や振興は喫緊の課題となっている。

　このような状況下においては，地域を活性化し住民福祉の充実化を図ることで，人口流出を抑

止する必要性がある。また，地域人口の増加には「定住人口」「移住人口」「交流人口」などに対

する増加施策が求められており，「定住人口」「移住人口」の増加には子育て支援の充実化や雇用

創出，介護福祉に対する手厚いサポートなどの対策が地方自治体の重い課題となっている。これ

らの施策には実現性にも差があり，速やかな対応が困難であることから，早期に成果が見込める

とは言い難い。

　　　　　　　　図表１：三大都市圏及び東京圏の人口が総人口に占める割合

図表２：日本の人口推移

79

11,662

3,685

6,773

4,418

1,204 791

3,464

8,674

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（ 出典）総務省「 国勢調査」及び「 人口推計」、国立社会保障・ 人口問題研究所「 日本の将来推計人口（ 平成24年1月推計）
　 　 　 :出生中位・ 死亡中位推計」（ 各年10月1日現在人口）、厚生労働省「 人口動態統計」



－ 4 －

　特に「交流人口」の増加には複合的な経済効果が期待されているほか，体制や各方面との連携

さえ確保できれば，比較的早期に効果を出しやすいため，重要な地域振興政策の柱として位置付

けられている。

　これまでに問題視されてきた地域間格差は，現代の社会問題ではなく，戦後の復興に始まる地

域振興問題は連綿と続いてきているものであり，地域振興関連立法は，戦後ほどなくして離島振

興法が制定されたことを皮切りに今日に至るまで様々な形で展開されてきている。（図表 3）

図表３：地域振興関連立法の変遷（抜粋）

　このように地域振興関連法規は様々な側面から展開されてきており，地域間格差の是正や企業

誘致，産業活性化などに加え，交流人口促進関連政策は“新たな潮流”といったものではなく，

以前から地域振興策の一環として検討・推進されてきているものであることがわかる。しかしこ

れらの多くは，激しく移り変わる社会状況に対応しきれない側面も持っており，その時々の様々

な検討を通して形を変えながら時代や実情に即した進化を続けてきたといえよう。

　これまでの地域政策は，国主導による「全国総合開発計画」などに基づいて国の施策が立案さ

れていっており，指定された地域では補助金，税制などで様々な恩恵が得られるため，各地域は

積極的な誘致競争を展開することになっていた。また，それらの政策はサスティナビリティに欠

ける点が多く，全国一律のサービスを展開するには妥当な政策であっても，公共投資に偏重した

ハコモノやバラマキ政策といった趣向では，サービスが浸透し始めると地域間の差もなくなり，

効果を見出すことも難しくなるといった状況であった。そういった旧パラダイムから大胆に方向

転換するためには，国の基本政策をベースとしながらも，自らの地域の総意で将来を創り出すた
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めの熱意や強い意志を持つ必要があり，地域の総力で中長期的な見通しに立った地域再生や地域

振興に取り組まなければならない。

　また，厳しい状況下におかれる地域においては現実を受け入れ，地域存続のための具体的な対

策を講じる必要性がある。現実問題として，全国すべての地方経済などを再生や創生していくこ

とには困難が生じる可能性があり，日本全体の生産人口が減少局面（人口オーナス期）に入って

しまった中では，総体としての経済性の改善が見込めるわけではないため，ある地方における正

の効果は，ある地方における負の効果を引き起こすことになる可能性が高い。つまり今後は厳し

い地域間競争が起こりうると考えられるため，地域格差を埋めることには限界が生じることとな

れば，特定側面においてはそれら格差を許容せざるを得ないということになるかもしれない。旧

政策では，一定の所得再分配効果と最低限度の住民福祉も担保されてきてはいたが，今後の「地

方主導の地方創生」では，熱意や創意工夫に溢れた人材や有効な地域資源を得ている地方と，そ

うでない地方とでは，人口の多少のみならず住環境，教育，医療等などの基本的な住民福祉やサー

ビス面に及ぶ優勝劣敗の構図が明確になってしまう可能性がある。

　内閣はこういった地域経済の縮減対策として「地方創生」を重要な政策の柱とし，様々な地域

振興政策を打ち出してきている。その地域振興政策は，全 12 省庁から総数 300 を超えており，交

付金総額も 11 兆円を超えるボリュームの予算が設定されている。「消滅可能性都市」などという

シビアなリストも公表され，全国の自治体では“待ったなしの対応策”が必要となっている。

Ⅲ．スポーツと地域振興の捉え方

　地域振興の取り組みは政府主導による全国一律の政策ではなく，主たるプランナーは地域であ

り，地域主導の政策の進行責任はあくまでも地域が持つというのがポイントとなっているため，

地域における積極的な政策に伴う創意工夫や人材育成を必要とすることや，地域資源の再発見や

再活性化によって地域における「目的活動」をつくり出すということの重要性も指摘されている。

　この地域資源は地域によって様々な特徴があり，一様ではない。風光明媚な自然を有する地域

があったり，歴史上貴重な文化財や寺社仏閣，全国でも有名な産品があったりなど，地域におけ

る貴重な財産ともいえる資源は，その地域へ訪れることの強い動機付けになるものと考えられる。

　しかし競争力の高い有効資源を有しない地域も存在するため，誘客に有効な資源の一つとして

「スポーツ」という目的活動をテーマとし，他の環境資源との相乗効果を上げることで不足する資

源を補うという政策の可能性に注目が集まっている。

　このように不足する地域資源を補い，地域活性をはかるために国は「スポーツを用いた地域振

興政策」を打ち出している。しかし，扱う省庁が異なることによって類似する施策が存在し，地

方自治体における担当部局も異なるため，本来の目的や効果が曖昧になることに加え，オペレー

ション上における混乱の可能性も出てきている。
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　今後の発展や効果的な政策を実現するためには，それぞれの特徴を明らかにすることで政策進

行と環境整備を進めるための理解を進めたい。

1）「スポーツによる地域振興」における異なる政策

　地域振興は，国の政策や交付税などに依存する体質を見直し，地方都市は，首都圏や三大都市

圏７）との差別化や自然環境，地域資源などの特殊性を踏まえた振興を目指し，地域の創意をもっ

て地域主導の地方創生８）を実現することが求められている。その中でも集客装置となる資源が数

多く，特徴的なものが存在すれば地域振興の可能性も高まることになるが，小規模な自治体であっ

ても文部科学省の「公共スポーツ施設の整備指針」においてスポーツ施設の整備基準が示されて

いるため，一定の水準でスポーツ施設が整備されている。これは，国民のスポーツ活動の増大に

対応し，スポーツの促進を図るためには，活動の場を確保することが不可欠であるとされ，文部

科学省（旧文部省）においては昭和 34 年度から公共体育・スポーツ施設整備のための補助を進め，

その結果，国内の体育・スポーツ施設の整備状況は，昭和 60 年では約 29 万か所となっているこ

とからも理解できる。

　国は，こうしたスポーツ施設を有効な地域資源として位置づけ，貴重な集客装置（拠点）とし

て捉えることで，重要な地域振興の柱となり得ることに着目したのである。このスポーツによる

地域振興のあり方は，明確に定義付けている訳ではないが，大きく分けると二通りの考え方に整

理できる。

　まずは，文部科学省における「スポーツ振興政策の視点」で捉えるテーマで想定される効果は，

「スポーツ振興による地域活性化」となり，あくまでも「地域におけるスポーツ振興」が前提となっ

ている。

　もう一つは，観光庁による「スポーツ・ツーリズムによる地域振興」が挙げられる。これは，スポー

ツを一つのツールとして地域振興を推進するというもので，着地型の観光の活性化を中心とし，

スポーツに関わる目的活動の創出による地域振興効果を目指すという考え方である。どちらもス

ポーツを絡めた経済効果を間接的効果として狙うものといえるが，「スポーツ振興」を主たるテー

マしているのか，「スポーツをテーマとした観光」を主たるテーマとしているかの違いがある。

　どちらもスポーツというツールを活かした政策となり，経済効果は間接的効果の一部となるた

め，一見同じことのようにも聞こえるが，そのアプローチは根本的に異なるものである。

2）「スポーツ振興による地域活性」という視座

　日本のスポーツ振興を定めた法律は，教育目的かつ健康増進目的を中心とした普及目的として

東京オリンピックの開催を契機に整備された「スポーツ振興法」であったが，これが約 50 年ぶり

に改定となり，スポーツ振興を国家戦略として位置付けたスポーツ基本法が施行され，スポーツ
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を国策として位置付けることで，旧態依然としたスポーツ界の仕組みや体制を改善・適正化する

ことが示された。そして，複数の省庁にまたがるスポーツ関連行政を一体化することで人材や財

源の効率化をはかる他，競技スポーツと地域スポーツ双方を体系的に推進するために「スポーツ庁」

が創設され，今後におけるスポーツ行政の改革を目的としてはいるものの，なかなか具体的な改

革方針は見えてきていない。

　これまでの地域スポーツ促進は，そのほとんどが教育行政の一部として進められてきており，

地域の公共スポーツ施設（学校施設を含む）は教育委員会によって監理されてきている。2003 年

の指定管理者制度を契機として民間にその管理運営委託を託せるようになってからも，その委託

監理は教育委員会の管轄となっている。つまり現在でも多くの場合，公共スポーツ施設の整備や

管理運営責任は教育委員会にある。

　しかし，平成元年の保健体育審議会答申「21 世紀に向けたスポーツの振興方策について」では，

地方公共団体が地域住民のスポーツ活動の状況に応じて弾力的な施設の整備を図ることが可能と

なるよう改め，「スポーツ施設の整備の指針」が示された。こうして今後，生涯スポーツの一層の

振興・充実を図っていくためには，地域の特性を踏まえたスポーツ施設整備が可能になったこと

を踏まえ，従来の地域住民の利用を基本とした施設整備基準で整備されてきたものが，地域の創

意によって有効な集客装置を実現させることができるようになってきているなど，国は，より柔

軟性をもって地域振興に寄与できるよう法的整備を進めてはいるが，発信元が文部科学省となる

ため，その監理責任は相変わらず教育委員会が負っていることに変化はない。

　本来，文部科学省は教育（学校教育から生涯教育まで）や健康づくりなどを基本としてスポー

ツ振興を捉えているため，多くの場合そこに経済性という発想は生まれるべくもなく，推進の全

てがコストという，いわば「コストセンター９）」とされてきた経緯がある。従って地域におけるスポー

ツ振興の責任は教育委員会が負うため，経済効果などはあくまでも間接的な効果を狙うしかなく，

その結果には責任を持つことができない。つまり，スポーツ振興を担当する部局と経済効果を担

当する部局に，それぞれ責任を分離せざるを得ないという不合理が生じる。

（1）政令都市にみるスポーツ振興政策の状況と特徴

　特に政令都市圏には集客対象となるプロスポーツのマーケットが存在するため，スポーツ振興

政策の推進スピードは際立っている。プロスポーツを中心としたスポーツビジネスを核とする経済

的効果に加え，住民の参加意識を育むなどの社会的効果も期待できるだけではなく，地域の知名

度向上やイメージアップの効果も期待される。このように集客力の高いプロスポーツに牽引され

て参加型スポーツイベントによる交流人口の増加と，これらに伴う観光消費の拡大に繋がるとい

う経済的効果が間接的効果としての役割を果たすことになろう。

　また，プロスポーツの集客力に依存するものの，イベントの魅力向上あるいは地域活性化効果

を高める仕掛けとしては，プロスポーツチームにおけるファンクラブの充実化を支援するなどして
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地域密着度を高める取り組みが必要であり，参加型スポーツイベントの開催においては観光分野

と連携したプロモーションの展開などが求められる。

　特に政令都市には国体会場が存在するため，様々なプロスポーツの所在地となっているケース

が多く，それらを集客ターゲットとした交流人口の増加が期待されている。また，政令都市のス

ポーツ振興政策は単なるスポーツを通した生涯教育や健康増進，高齢化対策ということのみなら

ず，スポーツ振興という名目によって巨大施設をコストセンターからプロフィットセンター 10）へ

と変革させることにある。

図表４：政令指定都市におけるスポーツ振興計画策定状況とスポーツ振興計画の重点

資料 : 政令指定都市アンケート調査改定後の内容に加筆修正　
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 図表４，図表５に示されるように，スポーツ振興を視点とした地域活性の方向性においては，あくま
でもスポーツの振興における直接的な効果を中心に整理されている。政令都市では，国のスポーツ基本
法整備のタイミングを受けてスポーツ振興計画の改定が進められ，その内容はどれも国の基本計画を踏
襲したものとなっている。その結果，「する」「みる」「ささえる」というスポーツの捉え方にも大きな変
化はないが，従来の計画では比較的曖昧であった成果は具体的な数字目標を示したものとなっている。 

 また，各政令指定都市における施策の特徴は，各都市が有するスポーツ環境による影響が強く打ち出
されている。その方向性は，各都市に所在するプロスポーツチームなどとの絡みや，積極的なスポーツイ
ベントの開催となっている。スポーツ振興という視点では，スポーツ参加率や観戦者数，施設の利用者数

政令都市 策定年度 計　 画 　名 ①具体的な
目標設定

②スポーツ
を支える人
材づくり

③スポーツ
施設の整
備・充実

④スポーツ
イベントの

充実

⑤プロスポーツ
チームの存在を
あげた都市

⑥国際的･全国
的なスポーツイ
ベントの開催実
績をあげた都市

⑦その他

札幌市 H14
札幌市スポーツ振興計 画

※H24札幌市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○
・ 生 涯にわたるスポーツライフの創造
・コミュニティの醸成
・スポーツ 環 境の整備
・H19 年度に左記実行計 画 として「札
幌市スポーツ振興計 画 アクションプラ
ン」策定）→スポーツ推進計 画

仙台市 H14
仙台市スポーツ振興基本計 画

※H22仙台市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○ ・地域スポーツ活動・ 環 境の充実

さいたま市 H16
さいたま市スポーツ振興計 画

※H28さいたま市スポーツ推進まち
づくり計 画 に改定

○ ○ ○ ○ ○ H28年度全面改定

千葉市 H07
千葉市 生 涯スポーツマスタープラン
※H28千葉市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○
H29改定
・東京オリンピックへの対応によるス
ポーツ文化の醸成

川崎市 H05
川崎市スポーツ振興基本計 画

※H24川崎市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○ H24年度全面改訂

横浜市 H18 横浜市スポーツ振興基本計 画

（いきいきスポーツプラン2010） ○ ○ ○ ○ ○

新潟市 H17
新潟市スポーツ振興基本計 画

※H27新潟市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○ H27年度全面改訂

静岡市 H19
静岡市スポーツ振興基本計 画

※H27静岡市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○ ○

浜松市 H16
浜松市スポーツ振興基本計 画

※H26静岡市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ － H20年度全面改訂

名古屋市 H14
なごやマイ・スポーツ推進プラン
※H25名古屋市スポーツ推進計 画

に改定
○ ○ ○ ○ ○ ○

・「する」「みる」「ささえる」スポーツの
普及のための体系的な施策の推進
・H25年度全面改訂

京都市 H13
「新世紀スポーツごころ」推進プラン
（京都市市民スポーツ振興計 画 ）
※H23京都市市民スポーツ振興計画 に改定

○ ○ ○ ○ ○ －
・誰もが、いつでも、どこでも、いろんな
かたちでスポーツに親しめる 環 境を、
みんなで支え合う「スポーツごころ」を
結ぶまちづくり
H23年度全面改訂

大阪市 H15
大阪市 生 涯スポーツ振興計 画

※H29大阪市スポーツ振興計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○ ○
・スポーツの楽しさがあふれるまちづく
り
H29年度全面改訂

堺市 H24
堺市スポーツ推進計 画

※H28第２次堺市スポーツ推進計 画

に改定
○ ○ ○ ○ ○ －

・基本 理 念や基本方針、実施方針の
検討
H28年度全面改訂

神戸市 H11
神戸アスリートタウン構想基本計 画

※H25神戸市スポーツ振興プランに
改定

○ ○ ○ ○ ○ ○
・子供から高齢者、障害者からトップア
スリートまで、すべての人が、それぞ
れの価値観に応じてスポーツを楽し
み、健康づくりができる仕組みづくり

岡山市 H22
岡山市スポーツ構想基本計 画

※H24岡山市スポーツ推進計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○ － H24年度全面改訂

広島市 H23 広島市スポーツ振興計 画 （改訂 版 ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・重点プログラムの設定

北九州市 H18 北九州市スポーツ振興計 画

※H28改定 版 ○ ○ ○ ○ ○ － H28年度改訂

福岡市 S49
市民スポーツ振興総合計 画

※H22福岡市スポーツ振興計 画 に
改定

○ ○ ○ ○ ○ －
・市民のニーズに対応した健康づくり
スポーツの振興
H22年度全面改訂
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　図表 4，図表 5 に示されるように，スポーツ振興を視点とした地域活性の方向性においては，あ

くまでもスポーツの振興における直接的な効果を中心に整理されている。政令都市では，国のス

ポーツ基本法整備のタイミングを受けてスポーツ振興計画の改定が進められ，その内容はどれも

国の基本計画を踏襲したものとなっている。その結果，「する」「みる」「ささえる」というスポー

ツの捉え方にも大きな変化はないが，従来の計画において比較的曖昧であった成果は，具体的な

数字目標を示したものとなっている。

　また，各政令指定都市における施策の特徴は，各都市が有するスポーツ環境による影響が強く

打ち出されている。その方向性は，各都市に所在するプロスポーツチームなどとの絡みや，積極

的なスポーツイベントの開催となっている。スポーツ振興という視点では，スポーツ参加率や観

戦者数，施設の利用者数などの増加目標には明確な目標値が定められているものの，経済性を踏

まえた地域振興の視点には触れておらず，「連携・協働」という項目の中でわずかに触れられてい

る程度である。

図表５：各政令指定都市の認識する環境 ･ 条件と特色出しの方向性
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などの増加目標には明確な目標値が定められているものの，経済性を踏まえた地域振興の視点には触れ
ておらず，「連携・協働」という項目の中でわずかに触れられている程度である。 
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政令都市 認識する 環 境･条件  特 色出しの方向性
・プロスポーツチームの存在 ・総合型地域スポーツクラブのしくみづくり
（コンサドーレ札幌、北海道日本ハムファイターズ） ・総合的なスポーツ情報の提供
・国際的・全国的スポーツイベントの開催実績 ・トップスポーツの積極活 用

（FIS ノルディックスキー世 界 選手権札幌大会） ・スポーツ人材確保のしくみづくり
・市民参加型スポーツイベントの開催実績 ・ウインタースポーツの調査・研究の推進
（札幌市民体育大会） ・健康づくり運動とスポーツ振興の連携
・スポーツ活動実施 率

・プロスポーツチームの存在
（ベガルタ仙台、東北楽天ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｲｰｸﾞﾙス、仙台 ・マイタウンスポーツ活動（地域スポーツ活動等）
89ERS） 　の推進
・地域スポーツ関連団体の存在
（学区民体育振興会等）
・プロスポーツチームの存在
（浦和レッズ、大宮アルディージャ） ・各区にスポーツ振興会を組織し、区ごとに 特 色
・国際的・全国的スポーツイベントの開催実績 　のあるスポーツイベント等を企 画 ・開催
（さいたまシティカップ）
・市民参加型スポーツイベントの開催実績
（さいたまシティマラソン）
・プロスポーツチームの存在
（千葉ロッテマリーンズ、ジェフ千葉） ・市の自然 環 境の 特 徴である「緑」「水辺」を
・国際的・全国的スポーツイベントの開催実績 　活かしたスポーツ・レクリエーション活動の推進
（国際千葉駅伝、千葉国際クロスカントリー）
・プロスポーツチームの存在（川崎フロンターレ）
・国際的・全国的スポーツイベントの開催実績
（スーパー陸上競技大会、日本陸上競技選手権大 ・計 画 の５本柱
会、全日本トランポリン競技選手権大会等） 　「家族・自然・健康・仲間・スポーツ」
・市民参加型スポーツイベントの開催実績
（走り方教室、競歩を体験してみよう等）
・スポーツ活動実施 率

・都市圏の 特 徴である「地域住民の交流が希薄」 ・数値化した目標の設定
「身近に人の集まる場所が少ない」等の課題があ ・目標を実 現 するための具体的な施策
る中で、スポーツをつながりとした地域の活性化 ・これまでの進捗 状 況を確認し、５か年を目途に

　具体的な施策について見直しを図る
・プロスポーツチームの存在（アルビレックス新潟）
・国際的・全国的スポーツイベントの開催実 ・新潟シティマラソン大会開催、地域スポーツの
(FIFA ワールドカップ・新潟国体・新潟マラソン） 　振興など
・市民参加型スポーツイベントの開催実績
（新潟シティマラソン）
・プロスポーツチームの存在 ・市単 独 の広域スポーツセンター設置の検討
（清水エスパルス、シャンソンＶマジック） ・重点施策「広域スポーツセンター機能の整備」
・スポーツ活動実施 率

・スポーツ実施 率 だけでなく、
浜松市 ・スポーツ活動実施 率 「成人の年１回以上のスポーツ観戦・応援実施 率 」

「成人の年１回以上のスポーツ支援実施 率 」
「成人の公共スポーツ施設利 用 満足度」について
も具体的な目標数値を設定

・プロスポーツチームの存在
（名古屋グランパスエイト、中日ドラゴンズ等） ・マイ･スポーツの普及によりスポーツ振興を
・国際的・全国的スポーツイベントの開催実績 　図ること。
（名古屋国際女子マラソン、ＮＨＫ杯国際フィギアス 　（例：マイ・スポーツフェスティバルの開催）
ケート、バレーボール世 界 選手権大会等）
・市民参加型スポーツイベントの開催実績
（名古屋シティマラソン、市民スポーツ祭、なごやマ
イ・スポーツフェスティバル等）

・地域体育館の 現 行配置計 画 の早期完了と
・体育振興会、体育指導委員による市民の主体的 　新たな配置計 画 の策定
　なスポーツ活動が地域に根付いていること ・新たなスポーツ拠点施設の整備
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大会等）
・市民参加型スポーツイベントの開催実績
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ン、大阪ハーフマラソン）
・スポーツ施設の整備 状 況
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子駅伝)、ひろしま国際平和マラソンなど） 等のスポーツチームが競技種目の枠を超えて「 特
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スポーツをテーマとした地域振興の方向性（原田）
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3）「スポーツ・ツーリズムによる地域振興」という視座

（1）スポーツ・ツーリズムの定義

　スポーツ・ツーリズムの先行研究は数多いが，Robinson and Gammon（2004）は，スポーツを

目的活動とした観光をさしているスポーツ・ツーリズムと，スポーツが観光の副次的な活動とな

るツーリズム・スポーツに大別している（図表 6）のは理解を進める上で合理的な分類である。ス

ポーツ・ツーリズムについてはスポーツを競技やレクリエーションという活動の趣旨によってカテ

ゴライズし，ツーリズム・スポーツについては観光における副次的・付随的な活動という捉え方

を基準として，ソフト定義とハード定義の分類を行っている。

　また，原田（2003）においては，スポーツ参加型，スポーツ観戦型，都市アトラクション訪問

型というタイプ別の現状について研究されており，工藤・野川（2002）は，観光資源としての視

点として，イベント，プロスポーツ観戦，レクリエーションといった直接参加するスポーツ機会や

観戦機会を創出するスポーツをスポーツ・ツーリズムの対象領域とし，「スポーツやスポーツイベ

ントへの参加または観戦を目的として旅行し，目的地に最低でも 24 時間以上滞在すること」と定

めている。（図表 7）また，二宮（2009）は，スポーツ・ツーリズムの理論モデルを用いて，「非日

常空間に一時的であれ滞在してスポーツ活動を行う旅行全般を広く捉えてスポーツ・ツーリズム

である」としている。

図表６：スポーツとツーリズムの概観

 

出典：「日本におけるスポーツ・ツーリズムの諸相」2009 二宮浩彰　　　　
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　図表７：先行研究に見られるスポーツ・ツーリズムの定義

　　

　出典：スポーツ・ツーリズムにおける研究枠組みに関する研究 “スポーツ”の捉え方に着目して―工藤 康宏・野川 春夫

　　　図表８：スポーツとツーリズムの領域からみたスポーツ・ツーリズムの範疇

　　　　　　　　出典：「日本におけるスポーツ・ツーリズムの諸相」2009 二宮浩彰

　これらのようにスポーツ・ツーリズムの定義に関する解釈も一様ではないが，そのスポーツ・ツー

リズムの範疇に関する点には大きな差はみられない。つまり，宿泊や移動などを含む比較的ダイ

ナミックで能動的な活動がこの範疇に入ってくるという理解である。（図表 8）また，スポーツ・ツー

リズムは日常生活圏域外に滞在することが規定されているものが散見され，時制次元では，滞在

期間を 24 時間以上とする考えがあるが，日帰り活動も範疇に含めなければならない。そこで人の

空間次元や移動距離などと志向するスポーツ活動との相関は低くないこと（図表 9），また様々な
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・野外の特に興味を引かれるような自然環境下で行われたり，人為的なスポーツや身体活動を伴う
レクリエーション 施設で為される，休暇のようなレジャー期間中の人々の行動パターンとして
説明される(Ruskin, 1987)

・非商業的な目的で生活圏を離れスポーツに関わる活動に参加または観戦することを目的とした旅行
(Hall, 1992)

・観戦者または参加者としてスポーツに関する活動に関わって休日を過ごすこと(Weed & Bull, 1997) 
・日常生活圏外で，旅行または滞在中に直接的あるいは間接的に競技的またはレクリエーション的な
スポーツに参加する個人またはグループ(ただし旅行の主目的はスポーツ)(Gammon & Robinson, 
1997)

・身体活動に参加するため，観戦するため，または身体活動と結びついたアトラクション詣でのために
日常生活圏外に一時的に出るレジャーをベースにした旅行(Gibson, 1998)

・気軽にあるいは組織的に非商業的やビジネス/商業目的に関わらず，スポーツに関する活動における
全ての能動的・受動的参与の形態で，必然的に自宅や仕事に関わる地域を離れ旅行すること
(Standevin & De Knop, 1998)

・スポーツやスポーツイベントへの参加または観戦を目的として旅行し，目的地に最低でも24時間以上
滞在すること(滞在する一時的訪問者)(野川，1993；1996；野川・工藤，1998)

・限定された期間で生活圏を離れスポーツをベースとした旅行をすること.そのスポーツとは，ユニー
クなルール，優れた技量をもとにした競技，遊び戯れるという特質で特徴付けられたものである
(Hinch & Higham, 2001)
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スポーツ機会の選択には必ずしも宿泊行為を含む必要はなく，そこに移動や何らかの空間次元の

移動が生じれば，すなわちそこにスポーツ・ツーリズムは成立するのではないかと捉え，スポーツ・

ツーリズムの定義は，「日常生活圏域からの移動を伴い，広域生活圏域から高次生活圏域までに及

ぶスポーツをテーマとした目的活動を伴う観光行為全般」をとすると理解しやすい。

図表９：生活空間と日常からみたスポーツ活動の特徴

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2010　筆者

（2）国家戦略としての「スポーツ・ツーリズム」

　政府は国内外の観光促進を国家戦略として位置付け，「観光基本法（昭和 38 年）」を「観光立

国推進基本法（平成 18 年）」へ改定し，観光立国の実現を総合的かつ計画的に推進することを前

提として，平成 21 年に全府省で構成される観光立国推進本部の「観光連携コンソーシアム」に

おいて「スポーツ観光」がとり上げられた。そしてスポーツ団体，観光団体，スポーツ関連企業，

旅行関係企業，メディア及び文部科学省など関係省庁合同の「スポーツ・ツーリズム推進連絡会議」

によって「スポーツ・ツーリズム推進基本方針」が取りまとめられることになった。

　さらに平成 28 年に国は，「成長戦略」として「スポーツの成長産業化」を柱に据え，スポーツ

施設を地域経済の中核としていくといった方針を打ち出している。また，平成 29 年 3 月 24 日に，

安倍総理が政府方針として，2025 年までに地域におけるスポーツ観光を推進するため，地域振興
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拠点整備の一環としてスポーツ交流拠点の整備を打ち出し，全国に 20 箇所の「スマート・ベニュー

構想＊ 1」を基本とした拠点整備を進めるために，関連法規，交付金等における整備を全力で進め

ると発表されている。

　このように政府は積極的なスポーツ観光の推進や，インバウンド需要の増加を目指すことを明

言しているため，スポーツはもはや国家戦略の重要なコンテンツとなっていることが読み取れる。

　2020 年東京オリンピックを起爆剤として，地方自治体には，地域における「スポーツ・ツーリズム」

を積極的に促進させるため，着地型の観光を受け入れる環境整備や，その推進責任を明記している。

（3）スポーツ・ツーリズムの意義と目的

　この「スポーツをテーマとした地域振興」は，1979 年，アメリカのインディアナポリスにおい

て街の活性化のために用いられた政策が始まりとされている。インディアナポリスはアメリカ合衆

国インディアナ州中央部マリオン郡にある同州最大の都市であり，同郡の郡庁所在地である。

　インディアナポリスはカーレースなどが強くイメージされる都市であり，スポーツの町として目

覚ましく発展した都市とされているが，かつては鉄鋼業で賑わった街も，都市化の波に乗り遅れ，

人口の減少と企業の撤退が追い討ちをかけることで街の荒廃が進んでいたが，この地域独自の文

化であるカーレースやスポーツの国際大会・全米規模のスポーツイベントを積極的に誘致し，交

流人口が増えるとともに大規模ショッピングセンターやコンベンションホールの建設，などを進め

たことで，衰退した街が甦ったと伝えられている。これらの成功を契機として，現在，全米各都

市で約 540 ともいわれるスポーツをテーマとした地域振興の推進エンジンともいえる団体が設立

されている。

　このようにスポーツ・ツーリズムの推進は，疲弊する地方自治体の税収不足によるコスト削減

を補い，人材の育成や産業活性といった地域振興の起爆剤として期待されている。

　このスポーツをテーマとしたスポーツ・ツーリズムは，当該地域がスポーツ活動やスポーツ目的

の各種活動を実現する目的地として地域の資産を活かしたスポーツイベントの誘致や開催支援し，

スポーツ活動全面に関する支援体制を整備することによって交流人口の増加をはかり，地域の活

性化を目指してしていくというものである。しかし，現状においてはスポーツ観光を推進していく

意欲を有し，具体的にそれらを政策として打ち出している自治体はまだ少なく，スポーツによる

地域振興が計画されているのは大規模自治体偏重の傾向となっている。

　地域におけるスポーツイベントやスポーツ合宿誘致，スポーツイベント開催支援，スポーツ活

動全面に関する支援体制を整備し，スポーツを伴ったインバウンドツーリズムの促進や，目的活

動の創出によって交流人口の拡大を図り，地域経済の活性化という成果を導き出すのがスポーツ・

ツーリズムの真髄である。
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図表 10：全国のスポーツによる地域振興推進状況

　スポーツ・ツーリズムは，「日本の持つ自然の多様性や環境を活用し，スポーツという新たなモ

チベーションを持った訪日外国人旅行者を取り込んでいくだけでなく，国内観光旅行における需

要の喚起と，旅行消費の拡大，雇用の創出にも寄与するものである。」というように「スポーツ・ツー

リズム推進基本方針」の中に明記されている。

　さらに，「スポーツ・ツーリズムに期待する効果」としては，①訪日外国人旅行者の増加，②国

際イベントの開催件数増加，③国内観光旅行の宿泊数・消費額の増加，④活力ある長寿社会づくり，

⑤若年層の旅行振興，⑥休暇に関する議論の活発化，⑦産業の振興，⑧国際交流の促進といった

ものが想定されているが，これらのうち大規模自治体でなければ該当しない項目は別として，③

国内観光旅行の宿泊数・消費額の増加，④活力ある長寿社会づくり，⑦産業の振興，⑧国際交流

の促進などは，自治体の規模にかかわらず地域の活力醸成として期待される項目である。これら

の他にも，「人材の育成・登用」「自主自立の精神を育成」「地域資源の利活用」「地域の魅力づくり」

など数多くの効果が期待される。

　政府の大号令は全国の自治体へ発せられても，スポーツ・ツーリズムの推進を政策として計画

している自治体の事情は一様ではない。自治体規模の大小，経済環境，地域の主要産業，インフ

ラの充実度，交通条件等，抱えている課題は様々である事情を鑑みると，その規模や着手のコン

セプトなども多種多様となる。スポーツによる地域振興政策（地域資源・環境資源を活かす政策）
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は様々な機会の創出（図表 11）をもたらすが，これらの機会を積極的に活かしていくことで地域

振興を形づくっていくことにつながると考えられる。

図表 11：地域資源・環境資源を活かす政策と様々な機会の創出

　このように，スポーツ・ツーリズムによる地域振興においては，地域におけるスポーツ振興とい

う視点よりも観光分野や産業分野による地域内連携や協働といった経済性をベースとした成果の

追求が基本となっている。したがって，自治体の組織機能としては，教育委員会ではなく産業振興，

商工観光といった産業分野の部局によって推進されているケースが多く，各分野の専門企業や団

体を含めた連携機能の構築が求められる。

　つまり，スポーツ・ツーリズムによる地域振興は，あくまでもスポーツをツールとして地域内

の経済効果を向上させることが目的となっており，経済効果と社会的効果のバランスで捉えれば，

明らかに経済効果を優先した政策といえる。

（4）スポーツによる地域振興の事例

　すでに日本国内では，多くの地域振興が進められてきている。中でもさいたま市や大阪市では

活発に政策が進められており，実績も着実に積み上がっている。また，単独の自治体ではなく広

域連携における推進も出てきている。

　平成 19 年，瀬戸内海を挟んだ広島県側と愛媛県側がパートナーとなって『瀬戸内しまなみ海道

振興協議会』が設立された。瀬戸内しまなみ海道のサイクリングは，サイクリストのメッカと言

われ，瀬戸内の景色を目玉として，圏内・海外を問わず観光誘客による地域振興策が推進されて
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いる。瀬戸内しまなみ海道は全長 59.4km で，広島県尾道市と愛媛県今治市を 9 つの橋で 8 の島

を結んでいる。「海の上を自転車でわたる」という，“しまなみならでは”の魅力はサイクリスト

に大人気となっており，風光明媚で歴史と文化があふれる島々を巡りながら，日本で初めて海峡

を横断できる全長約 70km の自転車道をサイクリングで満喫できる。平成 24 年度の自転車通行台

数は 17 万台に上るという。

　また，海外においても画期的な成果が報告されている。米国のポートランド（オレゴン州）は

シアトルの南に位置し，人口 60 万人の地方都市であるが，2000 年以降はポートランド市に本社を

置く世界一のスポーツメーカーであるナイキ社を中心にスポーツ産業が活性化し，起業を希望し

て転入する人口が増加しているという。同市では，年間にスポーツイベントが 1,000 件以上開催さ

れており，200 万人の交流人口を誇っている。新たに生まれたスポーツ商品を製造・販売するアウ

トドアショップや，地元の食材を使ったレストランや個性あふれるショップが次々と生まれている

といわれている。

　このように地域における特徴を活かし，キラーコンテンツを創り出している例では，画期的な

成果が現れている。全てがこのように大成功が保証されているわけではないが，身の丈にあった

発想と地道な環境整備が成功への鍵となっている。

図表 12：2013 年度に千葉県で開催されたスポーツイベントと成果の例
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（5）スポーツ・ツーリズムの効果的な推進

　スポーツ・ツーリズムを効果的に推進していくためには，スポーツコンテンツやスポーツ事業の

積極的な開発，イベント（大会，研修会，キャンプ，合宿，実習など）招致・開催を通して地域

における交流人口を増やすことの工夫や，スポーツをテーマとした目的活動の現場となる地域の

協力・協働などを含めた環境整備が必要となっている。推進地域や自治体は，自らの地域の資源

や環境をブランディングし，競合する地域や自治体との差別化を進めながら魅力ある地域と魅力

あるコンテンツを生み出すことによって地域経済を活性化し，スポーツ交流で活気のある地域環

境づくりを実現しなくてはならない。

　このようなスポーツを活用した地域環境整備によって新たな価値創造を実現していくには，地

元の企業（宿泊施設，観光関連施設，移動交通，旅行会社，飲食店，商店など）や観光協会など

の観光団体と，スポーツ団体，商工会，宿泊業組合などの各種団体との連携・協働が必要であり，

これらメンバーと行政から成る連携組織やプラットフォーム（DMO：Destination Management 

Organization）が必要である。これらのうち，スポーツに特化した DMO や組織機能は，「スポー

ツコミッション」と呼ばれ，さいたま市で組織された「さいたまスポーツコミッション」などでは，

年間 100以上のスポーツコンテンツが展開され，活発なイベント誘致や事業展開が進められている。

　この「スポーツコミッション」は，自治体や公共団体などが事業主体となって専門企業や専門

家などと連携し，自治体が持ち得ない専門分野との連携，情報アンテナの拡大，マーケティング

や営業力の獲得など，いわゆるノウハウの獲得や連携によって経済効果の向上を目指すという組

織機能を有するものであり，「スポーツイベントの誘致やスポーツ活動などを通した地域振興」を
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目的として設立された組織・団体・事業などをさしている。

　札幌市や長野市などにおいては，かねてよりスポーツを通じた産業振興や集客促進が自治体活

性化戦略上，非常に重要であることが指摘されてきているが，最大級のスポーツコンテンツとも

いえる「オリンピック」の実施における関連施設建設という「巨額投資」を伴った社会資本ストッ

クが，後に「多額の維持管理コスト」を生むコストセンターとなって当該自治体の財政を強く圧

迫しており，これらのコスト負担の問題を解決しなければならないという深刻な問題を抱えてい

たことに起因しているといっても過言ではない。

　また，近年話題となっている「東京マラソン」や「ちばアクアラインマラソン」にも象徴され

るように，全国の自治体がマラソンなどの参加型スポーツイベント，さらにプロスポーツの試合，

国際大会などの観戦型スポーツイベントの開催，あるいはスポーツキャンプなどのスポーツ活動

誘致によって生み出される経済波及効果を狙った事業の有効性が認識されているため，国内にお

ける多くの自治体では，特徴ある独自の資源や産業を活かし，「する，見る」のみのスポーツイベ

ント誘致にとどまらず，文化・芸術部門を含めて，医療，物販，飲食，宿泊など多彩な産業や専

門団体との連携を促進し，地域総体としての積極的な事業展開を目指すことが検討されている。

Ⅳ．スポーツによる地域振興の課題

　日本は観光立国として，また観光振興を国家戦略としていくことは，今日の積極的な地域観光

PR の現状や 2,000 万人を超えた外国人観光客数をみても理解できる。その流れを背景として，今

後はスポーツによる地域振興も多くの地域で進められていくと考えられるが，その実態はどのよ

うなものなのか，またどのように着手，進行すべきなのかといったことは，特にスタンダードがあ

るわけではない。

　全ての計画が順調に進むわけではなく，計画進行上で生じるネガティブ要因や課題にも様々な

ものがある。例えば，中規模都市において，産業育成や観光誘致を進めてきたが，観光資源が少

なく，誘客を進めようとしても訴求力のある魅力が備わっていないというケースや，大都市圏か

らは遠く，幹線道路から距離がありアクセスもよくないというケース。地元の産業は農業，漁業

などが中心で，少子高齢化も進んでいるケースや，事業推進に必要なインフラが十分に整備され

ていないため，スポーツによる地域振興政策を推進するうえでのハードルは高いと考えているケー

スも存在する。

　また，自治体の規模が極端に小さく，安定的に予算を確保していくことが困難であり，インフ

ラも相応の規模や機能が備わっていないうえに，追加の設備投資もままならないといったもの。

もしくは，明らかに隣接する中規模都市には見劣りするため，集客などの面で新たなチャレンジ

がしづらいという事例も存在する。

　これらのように，スポーツによる地域振興の取組みが進まない要因について整理してみると，
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図表 13 のようになる。それぞれが抱える問題は一様ではないものの，実は自治体における取組み

が進まない根本的な理由には，さほど大きな差はないことがわかる。これをみると小規模自治体

ではインフラの規模や予算レベル，人材不足が共通した課題で，それら一つひとつが独立して障

害となっているわけではなく，実は複合的な要因となっている。

　また，図表 14 をみると，潤沢な予算措置や豊富なインフラ，十分な人材などを手当することが

できたとしても，スポーツによる地域振興は，一般的に大規模自治体のほうが有利である可能性

が感じられる。大規模自治体には，国体の開催なども可能な大規模施設が整備されているため，

相応規模のイベント誘致が求められる一方で，日常的に運営を活性化しなければ施設の莫大な維

持管理費の負担問題がある。

　このコスト負担は年々増加傾向になり，コストセンターとしての問題は重い。しかし，自治体

規模に応じて施設の維持管理コストのボリュームは異なるものの，自治体規模の大小に関わらず

財源不足であることに変わりはない。

　スポーツによる地域振興の事業推進には，自治体を含めて地域全体の意欲が不可欠であり，現

状における問題意識が明確でな

ければならないが，たとえ現段

階で不足するファクターが存在

したとしても，「その自治体なら

では」の魅力が必ず存在すると

考えられるため，多くの観光入

込客が見込めない地域でも，必

ず他には知り得ない「地域なら

では」の特徴が隠れていると考

えられる。地域振興にはこのよ

うに解決策を見出していくこと

が必要となっている。

　　

図表 14：自治体規模と事業開催・誘致内容の特徴

図表 13：スポーツによる地域振興が推進されない主な要因
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　これらの表にあるように，自治体や地域における対応可能なテーマや事業規模は異なっている。

スポーツによる地域振興の政策や事業を導入するためには，自治体の現状や特徴によって着手方

法も異なるが，なかには新潟県十日町市のように，民間企業や団体主導によって進められている

といった珍しいケースも存在する。ただし民間主導の事業展開であっても，現実的には自治体の

協力・協働がなければ必要とされる予算や事業，助成金などの手当を受けることがむずかしくな

ることや，特定の民間事業者が主導すると一部の企業による利益誘導が懸念されるため，他の事

業者の同意を得ることが困難になる恐れも考えられる。

　特に地域の特産品開発などにおいては，産業間や同業者間の信頼関係によって進めることが大

前提となるものの，民間事業者には常に競争原理がはたらくため，公平・公正な役割分担は実現

しにくいという背景も見え隠れしている。

　地域の活性化や地域間交流の拡大に関しては推進メンバーの共通理解は得られるものの，個別

のテーマについて理解を得るには，相応の手間を要する可能性がある。また宿泊施設ならば自ら

の施設に宿泊させたいと考え，飲食店ならば自店舗で食事をしてもらいたいと考えるのも不思議

ではない。このように少しでも組織機能のバランスを欠くとすぐに足並みが揃わなくなるという問

題が生じる。商店や飲食店は，特産品開発には理解を示しながらも仕入れや開発に際しての手間

が本業に影響する可能性もあるため，足並みを揃えることがむずかしく，少しでも抵抗する店舗

や企業が出てこようものなら，計画を思うように進行させることはできない。

1）自治体規模と地域振興（事業）規模の関係

　国の積極的な政策は，その反面，近い将来にそれぞれの狙いもさほど差異がない中で，隣接自

治体同士，もしくは政令指定都市や特別区などにおいて計画される政策などと競合状態に陥る可

能性を示唆している。全国各地で急速な広がりを見せていくと考えられる「スポーツをテーマと

した地域振興」であるが，計画される自治体規模の大

小やスポーツインフラの整備状況も一様ではない。特

別区や政令指定都市などは人口ボリュームだけでな

く，インフラも数多く存在し，経済環境も充実してい

るため，多くのオーディエンスを対象としたイベント

や催事が可能となっている。（図表 15）

　つまり大規模自治体には強い動員力があるほか，開

催・誘致イベントなどの規模やかかるコストも大規模

になることが見込まれるため，対象が大規模事業とす

ることができるポテンシャルを有しているため，強い

アドバンテージを持っている。（図表 14）

図表 15：自治体規模とインフラ充実度の関係
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　しかし，社会資本ストックの大小や充実傾向のみでは政策や事業の成功は計れない。中小自治

体であっても地域資源を磨き上げ，独自性を創出することで有効な目的活動を創出していくこと

で地域に優位性をもたらす可能性がある。（図表 16）

　また，多くの困難を抱えながらもあえて積極対策を打ち出し，補助金をつけて半ば強引に大規

模イベントの開催を実現させたとしても，十分な人的サービスや地元の協力体制が脆弱となって

しまっては，次回の確約だけでなく継続的な開催も叶わなくなるといった恐れもある。

　これまでの自治体における健康増進施策の基本は，住民の「体育・スポーツの振興」と「健康・

体力の増進」を図るための中心的機能を果たすことであったため，その活用目的は，多くの場合

地域住民の利用に供するための

活動想定を基本として整

備されており，地域外利

用や大規模事業に対する

活動量は想定されていな

い。

　今後も全国の自治体に

おいてスポーツによる地

域振興の動きが活発化し，

スポーツ合宿やイベント

誘致における自治体間の

競争も激しくなると思わ

れるため，中小規模の自

治体であっても都市再生

の戦略に基づいた地域の

優位性や特性を活かす工

夫と，単なるスポーツ活

動拠点としてではなく，

環境や活動内容に特徴や

独自性を持たせる努力が

堅実な成果をもたらす鍵

となっていくといえる。

2016 年　筆者　

図表 16：自治体規模と地域振興事業の特徴と比較
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Ⅴ．ま と め

　スポーツをテーマとする地域振興は，スポーツイベントの誘致や開催支援，スポーツ活動全面

に関する支援体制を整備することにより，スポーツを伴ったインバウンドツーリズムなどを促進

し，交流人口の拡大を図ることで地域経済を活性化していくというものであるため，大きな国際

的なイベントであれば，国が率先して誘致をサポートし，国内のイベントであれば，その規模や

開催方法に鑑み，その条件を満たす自治体が積極的に誘致・推進していくこととなっている。

　しかし，これらに関する政策は異なる省庁からアプローチされているという実態があり，自治

体の認識も様々である。これらに対し積極的に着手している自治体は比較的大規模の自治体が多

く，社会資本ストックの負担軽減策が待った無しの状況であることが背景にある。

　全国における地域振興や地域創生が求められる現状から，政策のアプローチ方法を選択する上

で国の政策を比較し，政策の異なる点を明らかにした。

　地域振興や地域創生の必要性はどの地方自治体でも理解しており，すでに数多くの政策が進め

られてきているが，国の政策にならった縦割り行政の課題が見え隠れしているため，「スポーツに

よる地域振興」をどのように着手・進行するかのイメージは掴みづらいのかもしれない。したがっ

て地方自治体は，国の政策が明示されると交付金等の獲得に意欲を持つが，どこのどういった政

策対応が妥当なのか，どのように計画していくかの判断に迷うことになる。

　今回の研究によって２通りの例に焦点を当て，スポーツによる地域振興の特徴を明らかにして

きたが，決定的な違いは効果の想定であろう。この効果は大きく分けて経済的効果と社会的効果

の２つに分けられ，物やサービスの生産・消費に関わる経済効果と経済的効果以外のすべての効

果といえる社会的効果である。

　これまでスポーツは教育行政を基本とした社会的効果を中心とした振興となっており，そこに

経済性という発想は生まれ得なかったが，今後は地域活性の柱として，積極的な経済的効果を求

めることが必要になってきている。教育振興的アプローチの場合には副次的効果を想定する必要

があり，スポーツ・ツーリズムによる産業振興的アプローチの場合には直接的効果を想定した環

境整備が必要となる。

　スポーツイベントなどにおいては，交流・対流人口の増加に伴う目的消費や観光消費の拡大に

よって経済的効果を拡大させることが求められ，それらの増大に伴う社会的効果も併せて期待さ

れているため，どちらのアプローチにおいても相応の環境整備が必要であることは言うまでもない。

　たとえ文部科学省と国土交通省など，それぞれのアプローチは異なるものであっても，首長に

よる強いリーダーシップのもと，自立性やサスティナビリティを重視した政策の進行が重要であ

る。

　今後スポーツ・ツーリズムを地域振興の起爆剤として，また推進するプラットフォームを地域

活性のエンジンとして，スポーツ活動，文化・芸能活動を問わず各種の団体との連携・協働やプ
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　〔注〕

  1）　特例加算：地方税，地方交付税の法定率分及び法定加算，地方債，国庫支出金などの歳入の合計額と， 
　  地方財政の収支見通しの歳出総額との間に生じた乖離分（不足財源）を国・地方が折半して補填するた 
　  めの加算。

  2）　住民福祉：地方自治法の第１条の２には「地方公共団体は，住民の福祉の増進を図ることを基本とし

　  て・・・」という地方自治体の目的が明記されている。つまり地方自治体の目的は，住民の福祉を増進す 
　  ることが目的となっている。

  　その「福祉」が持つ意味は，バリアフリーや弱者対策のような狭義の福祉ではなく，広義の「福祉」を意

  　味している。

　  住民 ･ 福祉団体 ･ 福祉施設などが，関係諸団体の活動，公的サービスの連携の下で，「自助」｢ 共助」｢ 公

　  助」を重層的に組み合わせた ｢ 地域福祉 ｣ を推進すること。

  3）　中央主導型の政策スキーム：中央集権の行政システムや組織では，組織全体から収集した情報を基に，

  　一極の意思決定組織が全体を統括・管理するスキームをさす。規模的序列となるため，政治・行政におい 
  　ては政府の立場や決定権が優先され，地方都市の立場や決定権が軽視されやすいという特徴があるため，

　  個別案件などへの柔軟な対応が難しくなりがちであり，地方と中央との間で情報格差や経済格差が顕著に 
　  表れることが多い。

  4）　地方分権一括法（2000 年）：国と地方公共団体の関係についての新たなルールとして，地方分権一括法

　  の施行により，国と地方公共団体の新しい関係を確立するため，機関委任事務制度の下での国による包括

  　的な指揮監督権を廃止し，関与の一般原則に基づき，新たな事務区分（自治事務及び法定受託事務）ご

　  との関与の基本類型が国と地方公共団体の関係を定める基本法である地方自治法で設定された。

  5）　景気後退：景気後退とは，景気循環の局面における景気が下降している状態をさす。景気循環を 2 つの

　  局面（景気拡張期，景気後退期）で捉えた場合の「景気後退期」がこれにあたる。

  6）　国民の都市部への移動傾向：「地方は人口減少を契機に，人口減少が地域経済の縮小を呼び，地域経済

  　の縮小が人口減少を加速させるという負のスパイラルに陥るリスクが高い」ということから，「人口減少

　  克服・地方創生に取り組むことが重要」としている。

  7）　三大都市圏：人口の集中化が顕著な東京圏，名古屋圏，関西圏を指す。

 　①東京圏…東京都特別区，さいたま市，千葉市，川崎市，横浜市，相模原市及びこれらに対する通勤・通 
　 学 10％圏平成 22 年国勢調査）に含まれる市町村を指す。

　 ②名古屋圏…名古屋市及び同市に対する通勤・通学 10％圏（平成 22 年国勢調査）に含まれる市町村を指す。

　 ③関西圏…京都市，大阪市，堺市，神戸市及びこれらに対する通勤・通学 10％圏（平成 22 年国勢調査）

    に含まれる市町村を指す。

  8）　地方創生：人口の減少や雇用の減少に苦しむ地方自治体の活性化を目指すため，様々な政策によって

　  具体的な地域振興の方向性やあり方を築くこと。

  9）　コストセンター：コストセンターとは，企業において利益を生み出さない部門。集計されるのは費用だ

　  けで，その部門が提供するサービスのレベルと，サービスにかかる費用について責任を持つ。

10）　プロフィットセンター：プロフィットセンターとは，企業や組織などにおいて利益を生み出す部門。プ

　  ロフィットセンターは通常，収益と費用の両方が集計され，収益から費用を差し引いた利益を極大化する

  　ことを目標に機能する。

ロモーション活動を積極的に行なっていくことが求められているため，地域連携プロジェクトとも

いえる「スポーツ・ツーリズム」による地域振興の期待はますます高まっていくと考えられる。
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